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はじめに 

インターゼミ（社会工学研究会）多摩学班では、主に、多摩ニュータウンの研究や幕末に

おいて活躍をした人物の多摩地域との関わりについての研究を行なってきた。インターゼ

ミ開講当初は、多摩ニュータウンに関する基礎研究及び、地域活性化策の研究を手掛けた。

2010（平成 22）年度からの数年は、八王子千人同心など多摩地域にゆかりのある人物に焦

点を当て、2014（平成 26）年度以降は、現代の多摩地域の問題点を追求し、その解決策を提

案している（表 0-1参照）。 

 

表 0-1 インターゼミ多摩学班の研究主題 

研究年度 表題 

2009年度 多摩ニュータウン活性化に関する研究 

2010年度 多摩学研究 

2011年度 中里介山・白洲次郎にみる成り上がり新中間層と多摩地域の関係 

2012年度 浦賀を中心に見た江戸幕府の対外貿易と海防 

2013年度 三多摩壮士はなぜ生まれたのか〜自由民権運動にみる多摩の DNA〜 

2014年度 2040年多摩の展望 

2015年度 多摩ニュータウン 2.0 

2016年度 多摩ニュータウン再生に向けた新たな活性化策の研究 

2017年度 若者にとって魅力ある多摩地域の創生 

2018年度 
ジェロントロジーから見た多摩への提言  

-人生 100年時代を幸せに過ごす社会システムの要件とは- 

2019年度 
多摩地域の産業から未来を描く 

― 住み続けたい街の実現に向けて ― 

2020年度 
次世代に届けたい多摩地域の在り方 

―30年後の次世代が住み続けたい多摩地域になるために― 

 

今年度の研究では、住みやすい多摩地域となるための分析を実施した。潜在的な事象、あ

るいは今後肥大化する課題を発見し、住みよい多摩地域を実現するための提言のための研

究を行なった。 

しかし、住みよい街の定義は、人によって捉え方が異なり主観である。そのため、地域の

幸福の創造を目的として測定しており、客観的な指標に基づいて分析を行なっている、一般

社団法人 日本総合研究所『47 都道府県幸福度ランキング』を参考に、多摩地域の現状分析

を行なった。調査に基づき、①健康、②文化、③生活、④教育、⑤仕事の 5つの分野からア

プローチし、多摩地域の課題について調査した。 
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第１章 研究あらすじ及び研究内容 

 多摩地域の定義と範囲 

 

 

図 １-1. 研究範囲 

注：出典資料を参考に筆者作成。 

出典：白地図専門店(2022)。 

 

本研究の研究領域は、図 1-1に示した多摩地域とした。具体的には、東京都西部 30市町

村とする。 
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 多摩地域の現状 

 地勢 

 

 
図 １-2. 多摩地域の人口推移 

注 1：調査日はいずれも 1 月 1 日、1945 年は調査中止。1946 年に臨時調査。 

注 2：出典資料を参考に筆者作成。 

出典：東京都総務局統計部ホームページ（2015a）および（2015b）。 

総務省統計局（2021b）。 

 

多摩地域の人口は現在 430万 1,518人（2021 年 10月 1日現在）であり、東京都の人口の

約 30.7%を占める大都市郊外都市である。仮に、多摩地域の人口を 1つの県と捉えた場合に

は、福岡県に次ぐ全国 10番目の都市である。1 

多摩地域の人口をみると、戦前は微増傾向であったが、第 2次世界大戦後の 1946年（昭

和 21）年から 1960年代の高度経済成長にかけて急増していることがわかる。その要因の一

つに都心部からの移住が考えられる。戦後間もない頃から高度経済成長期まで、東京都の人

口は区部を中心に激増したため、区部に勤務し、かつ職場近辺に居住することをする希望す

る人々の多くが、狭く過密な住居に住むことを余儀なくされた。そのような狭小過密な環境

を脱するために、人々は多摩地域へ住み替えていき、多摩地域の人口は、時間の経過ととも

に地域ごとに増加していった。 

全国的に上位の人口規模を誇る多摩地域だが、八王子市、町田市などが属する南多摩地域

に比較的人口が集中しており、全体的に見て人口変化率が横ばいないし減少傾向にあるな

ど、日本全体に見られる人口減少の影響が徐々に表れはじめている。 

 
1 政府統計の総合窓口 総務省統計局（2021）。  
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表 １-1. 多摩地域の法人事業所数による特化係数（2019年） 

業種 特化係数 業種 特化係数 

A～B 農林漁業 0.23 K 不動産業，物品賃貸業 1.16 

C 鉱業，採石業，砂利採取業 0 L 学術研究，専門・技術サービス業 1.16 

D 建設業 1.12 M 宿泊業，飲食サービス業 0.91 

E 製造業 0.83 N 生活関連サービス業，娯楽業 1.14 

F 電気・ガス・熱供給・水道業 0.33 O 教育，学習支援業 1.32 

G 情報通信業 1.19 P 医療，福祉 1.13 

H 運輸業，郵便業 0.6 Q 複合サービス事業 0.8 

I 卸売業，小売業 0.94 R サービス業（他に分類されないもの） 0.78 

注：出典を基に筆者作成 

出典：総務省統計局ホームぺージ（2019a）および（2019b）。 

 

 

図 １-3. 多摩地域の事業所数における特化係数（2019年） 

出典：総務省統計局ホームページ（2019a）。 

 

表 1-1 及び図 1-3 より、多摩地域には近年の圏央道全線開通に伴う物流施設が多数ある

ほか、教育機関も数多く存在することがわかる。また、戦時中の軍需産業が業種転換した事

例もあるなど製造業の事業所数が全国水準となっているが、この件についてはインターゼ
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ミ多摩学班（2019）にて詳述しているため本論文では割愛する。 

 

 新型コロナウイルスによる影響とリサーチクエスチョン 

 

図 １-4. 首都圏の人口転出・転入状況 

出典：日本経済新聞 2021年 10 月 6 日朝刊。 
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図 １-5. 多摩地域の人口推計 

注：出典をもとに筆者作成。 

出典：国立社会保障・人口問題研究所（2018）。 

 

  図 1-5が示すように多摩地域の人口は 2020 年をピークに人口減少に転じるとの予測が

あるにもかかわらず、図 1-4が示すとおり多摩地域への転入者が増えつつある。この現象

は、多摩地域の住みやすさが改善された結果なのか、それとも新型コロナウイルス感染を

免れるために郊外の多摩地域が居住地として選択された結果なのか、判然としない。2 

  この点を明らかにするためには、多摩地域の「住みやすさ」の現状把握を試みる必要性

が生じることになる。 

 

 研究目的および論文構成 

本研究では、幸福度ランキングの評価指標に着目し、研究課題を図 1-6に示される「多摩

地域における住みやすさ」とし、住みやすい多摩地域となるため調査・考察を行なった。 

多摩地域の実態や特徴把握のための各種文献・基礎的情報を渉猟し、その過程で生じた疑

問点、更なる調査が必要だと感じた点については、外部へのヒアリング、フィールドワーク

 
2 国立社会保障・人口問題研究所（2018）。 
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を行なった。文献及びヒアリング調査から得られた知識や気づきを「健康・教育・文化・仕

事・生活」の 5分野に落とし込み、これらの分野に基づいて多摩地域を調査・評価し、課題

を洗い出し、その解決に向けた提言を行うことが、本研究の主たる狙いである。 

 

図 １-6. 今年度の研究課題 

  注：筆者作成 

 

 本論文の構成は以下のとおりである。 

第１章では、大都市郊外型地域の先行調査から対象領域に関する理解を深め、今年度の研

究として取り組む多摩地域のエリアを具体的に決定した。調査方法とスケジュールについ

て記載し、リサーチクエスチョンを設定した。 

第 2章では日本総研【編】『幸福度ランキング』の基本指標と健康・文化・仕事・生活・

教育の 5 分野における指標群に焦点を当て、総合ランキングと指標分野の関係性を分析す

ることで、幸福度に貢献する指標分野についての理解を深めた。 

第 3章では、『幸福度ランキング』の指標分野である 5つの分野を念頭に、多摩地域の現

状を調査し、多摩地域が抱える課題について考察した。 

第 4章では、以上の調査から見えてきた望ましい課題の解決策を検討し、住みやすい多摩

地域の実現に向けた提言を行った。 

第 5 章では今年度の研究から見えてきた課題とさらなる研究の深化に向けた論点整理を

行い、次年度以降の研究につなげた。 
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 調査方法 

 前項の研究課題に取り組むにあたり、多摩地域の実態や特徴把握のための文献調査を個

人やチームで行い、理解を深めるための情報共有に努めた。このような静的な学びとともに、

視野や知見を広げるために、多摩地域や課題解決の先進事例となる企業・自治体などの計 7

カ所へのフィールドワークを行った（表 1-2参照。）。 

静的な学びとフィールドワークに代表される動的な学びから得た知見を、先に指摘した 5

つの分野に落とし込むとともに、各分野の担当者が適宜報告し、意見交換を行う形で論文作

成の準備を進めた。 

 

表 １-2. フィールドワーク先企業・自治体 

実施年月日 フィールドワーク先 

2021年 8月 7日 一般財団法人日本総合研究所 

2021年 8月 19日 清川ハッピーステーションきよぴー/オレンジハウス 

2021年 8月 19日 光工業株式会社 

2021年 8月 19日 八王子市役所福祉部 

2021年 8月 19日 株式会社グッドホーム 

2021年 8月 24日 株式会社三菱地所設計 

2021年 9月 3日 FIMER Japan株式会社 

注：筆者作成 
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第２章 住みやすい街の定義と構成要素 

第１節 住みやすい街をどうとらえるか 

近年、「住みたい街」や「地域別幸福度ランキング」がさまざまな組織から報告されてい

る。アンケートに基づく印象調査等の主観的なランキング調査が多数ある中、今回は客観指

標に基づくランキング導出で定評のある日本総研【編】『幸福度ランキング』を基礎資料と

し、幸せな地域における要素の分析を行った。 

 

第２節 幸福度ランキングについて 

『幸福度ランキング』は 2012 年から隔年で発刊されており、地域の社会状況を的確に捉

えつつ、地域に住む人々の幸福感を評価する 5分野の尺度・追加的な指標を用いて総合ラ

ンキングを算出するなど、資料的価値だけでなく、社会的価値の高いチャレンジングな書

籍である。同ランキングは、図 2－1にあるように、回を追うごとに内容を進化させ、2016

年版では政令指定都市・中核都市のランキングを追加し、2018 年版では 100歳人生時代を

見据えてライフステージ毎の分析を行う等の試みがなされている。 

  

 

図 ２-1. 都道府県幸福度ランキングの進化 

注：日本総合研究所【編】（2020）5 ページを参考に筆者作成。 
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 『幸福度ランキング』では、基本指標と「健康」「文化」「仕事」「生活」「教育」の 5

分野における指標群から分析を行っている。表 2-1 から表 2-3 は、2020 年版における都道

府県及び政令指定都市・中核都市の分析指標一覧を、表 2-4は 2018年版におけるライフス

テージ別分析の分析指標一覧を示している。 

 本研究では、幸せな多摩地域を実現するための考え方や方法を探ることに重きを置くた

め、ランキングそのものではなく、ランキングと指標分野の相関関係に着目することにより、

幸せな地域の実現に寄与する指標分野の分析を行った。 

 

表 ２-1. 都道府県の指標一覧 

 

注：日本総研【編】（2020）vi・vii ぺージを参考に筆者作成。 
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表 ２-2. 政令指定都市の指標一覧 

 

注：日本総研【編】（2020）viii、ix ぺージを参考に筆者作成。 

 

表 ２-3. 中核都市の指標一覧 

 

 注：日本総研【編】（2020）x・xi ぺージを参考に筆者作成。 
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表 ２-4. ライフステージ別指標一覧 

 

 注：日本総研【編】（2018）20,25,30,34,38 ぺージを参考に筆者作成。 

 

第３節 都道府県レベルから見た住みやすい地域について 

まずは都道府県レベルの幸福度における各指標分野の相関に関する分析を行った。表 2-5

は『幸福度ランキング』2020 年版における都道府県ランキングと各指標分野別のランキン

グである。 

 総合ランキングと各指標別のランキングは必ずしも一致しておらず、ばらつきが見られ

るのは総合ランキングと各指標の平均ランキングのグラフである。指標グラフが右肩上が

りであるほど、総合ランキングとの相関性が高くなっている。 

 図 2-3 から図 2-5は、『幸福度ランキング』2020年版・2018年版・2016年版の都道府県

「総合ランキング」と「各指標の平均ランキングとの差分グラフ・線形近似曲線のグラフ」

である。3つのグラフから、現行指標・先行指標・生活・仕事の 4分野の指標と総合ランキ

ングとの相関性の高さ、教育・文化の 2分野の指標と総合ランキングとの相関性の低さがわ

かる。 
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表 ２-5. 都道府県ランキングにおける各指標分野別順位一覧 

 

注：日本総研【編】（2020）43 ページを参考に筆者作成。 

 

 

図 ２-2. 都道府県幸福度ランキング 2020の各指標グラフ 

注：日本総研【編】（2020）43 ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-3. 都道府県幸福度ランキング 2020のランキング差異グラフ 

注：日本総研【編】（2020）43 ページを参考に筆者作成。 

 

 

 

図 ２-4. 都道府県幸福度ランキング 2018のランキング差異グラフ 

    注：日本総合研究所【編】（2018）55 ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-5. 都道府県幸福度ランキング 2016のランキング差異グラフ 

    注：日本総研【編】（2016）19 ページを参考に筆者作成。 

 

第４節 都市レベルから見た住みやすい地域について 

次に、都市レベルの幸福度における各指標分野の相関に関する分析を行った。表 2-6と表

2-7 は『幸福度ランキング』2020年版における政令指定都市・中核都市ランキングと各指標

分野別のランキングである。 

都道府県の総合ランキングと同様に各指標別のランキングは必ずしも一致しておらず、

ばらつきが見られる。図 2-6 と図 2-7 は総合ランキングと各指標の平均ランキングのグラ

フである。指標グラフが右肩上がりであるほど、総合ランキングとの相関性が高い。 

 図 2-8 から図 2-13 は『幸福度ランキング』2020 年版・2018 年版・2016 年版の政令指定

都市・中核都市の総合ランキングと、各指標の平均ランキングとの差分グラフと線形近似曲

線のグラフである。6つのグラフから、健康・仕事の 2分野の指標と総合ランキングとの相

関の高さ、教育・文化の 2分野の指標と総合ランキングとの相関の低さが見てとれる。 
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表 ２-6. 政令指定都市ランキングにおける各指標分野別順位一覧 

 

注：日本総研【編】（2020）193 ページを参考に筆者作成。 

 

表 ２-7. 中核都市ランキングにおける各指標分野別順位一覧 

 

注：日本総合研究所【編】（2020）、228・229 ページを参考に筆者作成 
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図 ２-6. 政令指定都市幸福度ランキング 2020の各指標グラフ 

注：日本総研【編】（2020）193 ページを参考に筆者作成。 

 

 

 

図 ２-7. 中核都市幸福度ランキング 2020の各指標グラフ 

    注：日本総合研究所【編】（2020）228・229 ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-8. 政令指定都市幸福度ランキング 2020のランキング差異グラフ 

注：日本総研【編】（2020）193 ページを参考に筆者作成。 

 

 

図 ２-9. 中核都市幸福度ランキング 2020のランキング差異グラフ 

   注：日本総研【編】（2020）228・229 ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-10. 政令指定都市幸福度ランキング 2018のランキング差異グラフ 

注：日本総研【編】（2018）201 ページを参考に筆者作成。 

 

 

図 ２-11. 中核都市幸福度ランキング 2018のランキング差異グラフ 

    注：日本総研【編】（2018）238・239 ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-12. 政令指定都市幸福度ランキング 2016のランキング差異グラフ 

注：日本総研【編】（2016）143 ページを参考に筆者作成。 

 

 

図 ２-13. 中核都市幸福度ランキング 2016のランキング差異グラフ 

    注：日本総研【編】（2016）168 ページを参考に筆者作成。 
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第５節 ライフステージから見た住みやすい地域について 

 『幸福度ランキング』2018 年版では、ライフステージ別のランキング調査が実施されて

いるため、都道府県幸福度の総合ランキングとライフステージ別ランキングの相関につい

ても分析を行った。 

 表 2-8は 2018年版のランキングにおける都道府県幸福度ランキングとライフステージ別

ランキングである。そして図 2-14は総合ランキングとライフステージ別平均ランキングの

グラフである。指標グラフが右肩上がりであるほど、総合ランキングとの相関性が高くなっ

ている。 

 図 2-15 は 2018 年版の都道府県総合ランキングと、ライフステージ別平均ランキングと

の差分グラフ・線形近似曲線のグラフである。このグラフから、中堅社会人・現役シルバー

の 2 分野と総合ランキングとの相関の高さ、リタイヤシルバーと総合ランキングとの相関

の低さが見てとれる。 

 

表 ２-8. 都道府県ランキングにおけるライフステージ別順位一覧 

 

  注：日本総研【編】（2018）20・25・29・33・37・55ページを参考に筆者作成。 
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図 ２-14. 都道府県幸福度ランキング 2018のライフステージ別グラフ 

注：日本総研【編】（2018）20・25・29・33・37・55 ページを参考に筆者作成。 

 

 

図 ２-15. 都道府県幸福度ランキング 2018のライフステージ別ランキング差異グラフ 

   注：日本総研【編】（2018）20・25・29・33・37・55 ページを参考に筆者作成。 
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第６節 幸福度ランキングから見た住みやすい地域について 

 『幸福度ランキング』2016 年版・2018 年版・2020年版から、幸せな地域の要素とは何か

についての分析を行った。 

第３節の都道府県レベルから見た幸せな地域の分析では「生活と仕事の指標分野」と総合

ランキングとの間に高い相関、「教育と文化の指標分野」とそれとの間に低い相関のあるこ

とが明らかとなった。また、第４節の都市レベルから見た幸せな地域の分析では、「教育と

文化の指標分野」と総合ランキングとの間の相関が低い点は類似しているものの、総合ラン

キングとの相関が高いのは「健康と仕事の指標分野」となり、都道府県レベルとは異なる結

果が確認された。地域の範囲によって、求められる幸せな地域の指標が異なる可能性もある

ものと推察される。 

 さらに、第５節のライフステージからみた幸せな地域の分析では、中堅社会人と現役シル

バーの指標と総合ランキングとの間に高い相関、リタイヤシルバーとそれとの間に低い相

関のあることがわかった。 

 次章では、都道府県幸福度ランキングの指標分野である、健康・文化・仕事・生活・教育

の 5分野から多摩地域を調査し、幸せな多摩地域を実現する為の施策について考察する。 
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第３章 住みやすい街に向けた多摩地域の現状と課題 

 健康｢障害者福祉｣ 

第１項 「障がい者」の言葉の定義について 

 本節では障がい者に焦点を当てる。障がい者という言葉の表記については｢障害者｣、｢障

碍者｣、そして｢障がい者｣の 3つに大別される。本節ではパラリンピックの公式ホームペー

ジの記載に則り｢障がい者｣の表記を用いる。｢害｣という字は｢災害｣や｢害虫｣等、マイナスの

イメージを含んでいるものに使われることが多いからだ。ただし｢障害者福祉｣と｢障害者雇

用｣に関しては厚生労働省で 1つの単語として表記が定められているため、｢害｣の字を用い

る。 

 

第２項 障害者雇用の現状 

 本章では『幸福度ランキング』2020 年版を参考に、健康に含まれる｢医療・福祉｣の指標

の中でも特に｢障害者福祉｣に着目した。健康分野が掲げる住みよい街の定義が｢誰もが差別

されることなく平等に暮らすことのできる街｣であることから、世の中から保護されている

障がい者が社会参画するには｢働く｣というのがもっとも重要なキーワードとなる。誰もが

持っている｢働く｣という権利は障がいの有無に関わらず平等に実現されるべきだと考える

からだ。しかしながら表 3-1に示される厚生労働省のデータによると、東京都にある企業の

3分の 2が積極的に障害者雇用を行っていないことが明らかとなった。企業の数が多すぎる

あまり障害者雇用が疎かになっていることが伺える。他の都道府県と比較をしても雇用率

が少ない状況が見てとれる。 

 

表 ３-1. 首都圏における実雇用率等の状況 

 

注：出典データをもとに筆者作成。 

出典：厚生労働省（2021b）、19 ページより引用。 

 

第３項 障がい者の就労支援について 

障がい者の就労支援の枠組みは大きく 4 つに分かれる。一般の企業に就職することを前

提に能力を見極め、力をつけるために相談などの支援を行う「就労移行支援事業」、就労移

行支援や就労継続型支援を経て一般の企業に雇用された後も、就労の継続を図るために相

談や助言などの支援を行う「就労定着型支援事業」、「就労継続支援 A型事業」、「就労継
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続支援 B型事業」がある。 

このうち就労継続支援 A型・B型事業は一般企業に雇用されることが困難な者が受ける障

害者福祉サービスである。障がいのレベルによってどちらに配属されるのかが決まり、作業

内容も単純作業が多いという特徴がある。厚生労働省の 2020（令和 2）年の数値によると、

「就労継続支援 B型事業」に配属されている人数は約 26.9万人であるのに対し、「就労継

続支援 A 型事業」には約 7.2 万人しか配属されていない。これは A 型が特別支援学校を卒

業した中でも健常者とほぼ変わらない意思疎通と労働ができる者を中心にサービスを提供

しているからである。 

しかし、特別支援学校には普通の学校に通うことが困難な重い障がいを持つ生徒が多い

ため、同校の卒業後に就労特別支援事業 B 型に進路を定める生徒が圧倒的多数派となるの

が現状であり、それは図 3-1の数値からも明らかである 3。 

 

表 ３-2. 障がい者総合支援法における就労系障がい福祉サービス 

 

注：出典データをもとに著者作成。 

出典：厚生労働省ホームぺージ（2021a）。 

 

 

 

 
3 厚生労働省（2021a）。 
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図 ３-1. 就労支援施策の対象となる障がい者数と就業の流れ 

     出典：厚生労働省ホームぺージ（2021a）より転載。 

 

ここでは、就労継続支援 B 型を中心に就労継続支援 A 型との違いについて取り上げる。

この 2タイプの支援の大きな違いは工賃（賃金）の差である。B型事業所には雇用契約に基

づく労働が難しい障がい者が集まるため、一般的な賃金ではなく、｢工賃｣が支払われる。厚

生労働省の調査結果から分かるように、2019（令和元）年の B型事業所は平均時給が 223円、

平均月給は 16,369円と、一般の賃金に比べても極めて低い。一方で、雇用契約が前提であ

る A型事業所の場合、一般の企業との差はあるものの、B型事業所と比べて数倍高い賃金が

支払われている。B型事業所の場合、その工賃は、去年の額より増額されているものの、自

立した生活が可能な金額水準でないことは明白であり、国や親族らの支援が不可欠な状況

だといえる。自宅から事業所までの距離によっては、一日の往復交通費・昼食代も賄えない

状況であり、むしろ金銭的マイナスにもなりうる。国からの支援が無ければ生活が困難とな

り、B型事業所で働く障がい者やその親族の中には｢働く｣ことの意味を見つけられずに困惑

されている方も少なからず存在するものと推察される。 

健常者とその家族だけでなく、障がい者とその家族も含めた皆が平等に生活できるまち

づくりを実現する際に留意すべき事項、必要な要素は何なのか、次項にて検討してみよう。 
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第４項 障がい者のイメージからみる街づくりについて 

本項では「障がい者の居住するまちづくり」に影響を与える要因把握を目的に実施したヒ

アリング調査の概要を紹介する。 

最初の事例は｢グッドホーム｣（八王子市）という通所支援事業・障がい者の就労支援事業・

共同生活援助事業・農福連携事業を展開している B型事業所である。同所にヒアリング調査

を行なった際、代表の登坂信美氏より以下の話も頂いた。 

 

｢障がい者支援という言葉には周りには良いことだと評価される一方、実際に近所に障が

い者事業所が建つとの知らせが伝わると驚かれることがあり、周りへの影響があるのでは

ないかなどの心配の声がよく届く。｣ 

 

｢支援｣事業の社会的意義は認めるものの、それがもたらすデメリットを懸念する地域住

民の利己的な意識が見え隠れする。障がい者が近隣に居住することのデメリットだけに目

を向けて口を出すのではなく、そのデメリットを緩和して障がい者を迎え入れるための、近

隣住民との関係づくりが不可欠である。 

 次に、工賃の格差からみる障がい者自身の働きがいについて、B型事業所に支援を行っ

ている関口氏にヒアリング調査を行った。関口氏から「障がい者の能力を見極め、本人が

やりがいを見つけられるような労働環境を整えてきた。」旨の説明があった。それに加

え、平均工賃よりも倍以上の時給 700円を支払うなど、障がい者自身の働きがいだけを求

めるだけでなくその親族も安心してもらえるような「税金を支払いうる労働条件の提案」

についても伺うことができた。 

 働きがいももちろん大切ではあるが、工賃の増加から得られる精神的・物質的余裕は働

く障がい者やその家族の精神的安定に寄与するものと考える。このような事業所の取組み

に対して自治体からの支援をより強化することができれば、障がい者へのネガティブなイ

メージ払しょくの一助となるのではないかと考える。    
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表 ３-3. 平均工賃（2019 年） 

 

注：出典データをもとに筆者作成 

出典：厚生労働省ホームページ（2020c） 

 

 

図 ３-2. B型事業所の平均工賃の推移 

注：出典データをもとに筆者作成。 

出典：厚生労働省ホームページ（2020c）。 

 

 

第５項 障がい者を支援する理由について 

ここでは、民間企業・団体が障がい者に対して支援を行う理由について、ヒアリング調査

の結果を中心に説明する。 

 

事例１ 光工業株式会社（八王子市） 

同社は法定雇用率を守り、障がい者 2 人を事務員として採用している。彼ら 2 人は任さ
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れた仕事に責任を持ち、集中力を持続させ一生懸命仕事に取り組む姿を見せるなど、健常者

と変わらない働きぶりをみせているとの話を担当者から伺った。さらに、彼らの仕事に取り

組む姿勢が他の従業員の手本にもなっており、健常者と障がい者が対等の立場で接するこ

とが当然となるなど、公平な労働環境の醸成や職場の雰囲気良化につながっているとの指

摘もあった。この事例は、障がい者の労働力としての可能性を、そして同一の職場に彼らを

配置することにより生じる相乗効果の大きさを示唆する。法定雇用率を気にすることなく

障害者雇用を積極的にすることを勧めたくなる事例といえよう。 

 

事例２ グッドホーム（八王子市） 

 同所では、一般の企業で働くのが難しい重い障害を持った方々が主に働いている「農業と

福祉」を営む事業所である。個々人のできることを見極め、自身の得意分野で働ける点に特

徴がある。グッドホームの代表取締役である登坂信美氏の身内には障がい者がいることか

ら、身近な障がい者の存在が事業を起こす大きなきっかけとなっている。しかし、障害者事

業を始めた際には近所の人に驚かれることも多く、法律で認可されても社会の受け入れ態

勢がなかなか整わないことを痛感したという。 

 

事例３ 再生電源開発株式会社（練馬区） 

 発電所の草刈りを就労継続支援 B 型事業所に依頼している同社は、その作業に対して平

均の倍以上の工賃を支払っている。工賃だけでなく、障がい者自身の体調が不安定なことを

考慮し、作業日時については余裕を持って決めるなど柔軟に対応している。 

 以上のことから民間企業・団体が障がい者支援をする背景には、労働者としての積極的評

価、身近な障がい者の存在、障がい者を含めた社会的分業の確立があるようだ。いずれの要

因も障がい者に対する深い理解が前提となっており、これら要因が互いの長所を引き出す

ための協働体制の構築に繋げられるかが今後の課題といえる。 

 

事例４ 日本電信株式会社(NTT) 

ここでは遠隔操作ロボットの利用による障がい者の働き方の新たな形態について紹介し

ておく。これまでは主に知的障がい者に目を向けてきたが、外出が困難な身体障がい者も多

数存在する。体に障がいを抱えている彼らは車椅子などの移動手段が不可欠で外出するの

も困難であったため、社会参画が難しい状況にあった。このような状況を打破するため、日

本電信電話株式会社(NTT)は 2020年 7月から遠隔操作ロボット｢OriHime-D｣を導入すること

で障がい者による遠隔受付業務を可能とする施策に踏み切った 4。現在、外出困難な障がい

者 2 名が出社することなく受付業務を担当している。身体障がい者が社会参画するための

働く環境を整える上で、最新技術を活用する試みの拡大が今後も期待される。 

 
4 NTT ホームぺージ（2020）。 
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第６項 障がい者との接点のハードルについて 

日常生活において健常者が障がい者と接する機会や場は少ない。障がい者と接する機会

が少ないほど彼らに対するネガティブイメージが定着しやすくなることは容易に想像でき

る。このようなイメージの定着を避けるためには、日常生活、より具体的には使用頻度の高

い公共あるいは民間施設で障がい者と接点を持つことが望ましい。 

障がい者との接点を提供する民間施設の事例として、スターバックスコーヒー（国立市）

を紹介しておこう。国立市のスターバックスコーヒーでは聴覚障がい者が働いており、客は

手話やジェスチャーを使って注文することができる。店舗のレジには簡単な手話を使った

注文方法や指さしでの注文を可能とするための説明書等が置かれ、手話やジェスチャーを

使った注文を容易にするための工夫が施されている。店舗内の壁やディスプレイには手話

の表現方法が多数描かれているため、学ぶ姿勢さえあれば幾つかの表現方法を覚えること

ができる。常連客は全て手話で注文するなど障がい者との接点が常にあり、障がい者と接す

る上でのハードルは比較的低いといえる。このような施設の増加が今後期待される。 

 

  

図 ３-3. スターバックスコーヒーnonowa国立店（筆者撮影） 
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図 ３-4. スターバックスコーヒーのレジ横に置かれていた手話の紹介（筆者撮影） 
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第２節 健康と健康寿命 

第１項 健康寿命の現状 

本節ではまず、『幸福度ランキング』の健康分野にもあげられている「健康寿命」に焦

点を当てる。同ランキングの 2020年版における東京都の健康寿命は 40位と全国平均の下

位にある 5。さらに図 3-5、図 3-6が示す都道府県別の平均・健康寿命の散布図より、東京

都の場合、平均寿命と健康寿命の差が他の都道府県に比べ大きいことも課題としてあげら

れる。長寿化に伴う社会保障費の問題も論点となることが多い。 

さらに、2019年度の社会保障給付費は前年度比 2.1％増の 123兆 9,241 億円であり年々

上昇している 6。人生 100年時代に突入している中、健康寿命を伸ばして可能な限り自力

で生活することが求められている。 

 

 

図 ３-5. 都道府県別平均寿命と健康寿命（男性） 

注 1：出典データをもとに筆者作成。 

注 2：黒点が東京都の値。 

 出典：内閣府ホームぺージ（2019b）。 

 

 
5 『47 都道府県幸福度ランキング』 
6 時事ドットコム（2021）「社会保障給付費１２３兆円 １９年度も過去最高更新」  
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図 ３-6. 都道府県別平均寿命と健康寿命（女性） 

注 1：出典データをもとに筆者作成。 

注 2：黒点が東京都の値。 

 出典：内閣府ホームぺージ（2019b）。 

 

平均寿命と健康寿命の男女別時系列で比較すると、これら 2 つの寿命は男女ともに延び

ている。特に、2001（平成 13）年からの約 15年間で、平均・健康寿命ともに約 2年間延び

ている 7。平均寿命は 2040（令和 22）年には男性 83.27 年、女性 89.63 年になると推計さ

れているため、同様に健康寿命を延伸できるかは今後の取組みにゆだねられる 8。 

  

  

 
7 厚生労働省（2020a）13 ページ。 

8 東京都福祉保健局ホームページ（2021）。 
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第２項 各自治体における健康寿命促進の動き 

 

 

図 ３-7. 自治体別 65歳健康寿命（2019年） 

 注：筆者作成。 

  出典：東京都福祉保健局ホームページ（2021）。 

 

 

図 3-7は東京都が自治体別に集計している 65歳健康寿命のグラフだが、多摩地域の多く

の自治体が全国平均や東京都平均を超えており、多摩地域は全体として健康寿命が増進基

調にあるものと推察される。 

2009（平成 21）年から 2019（平成 31）年までの 10 年間で健康寿命が増進した自治体の

取り組み状況を調査（要支援 1・要介護 2共に上位 5つの自治体が対象）した結果、自治体

による健康管理が健康寿命の延伸を促したとされる事例が確認できた。 

たとえば、富山市（富山県）や生駒市（奈良県）では年間で約 1歳健康寿命が延びており、

厚労省もこれら自治体を先進事例として紹介している。平均寿命と健康寿命の差が小さい

多摩地域の取り組み事例については要支援 1に限定して紹介する。 

 

事例 1 武蔵野市（＋0.775 歳） 

高齢者の介護予防・健康増進・仲間づくりなどを目的に「浴場開放（不老体操）事業」と

「地域健康クラブ」が実施されている。 

浴場開放事業とは市内の浴場やコミュニティセンターなどにおいて運動プログラムを提

供し、同体操プログラムに参加した後、浴場では無料で入浴できる特典を備えた事業である。

地域健康クラブは、およそ 15箇所のコミュニティセンターやホールで実施されており、運
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動強度に合わせた 3段階のクラスで、ストレッチや筋力トレーニング、リズム体操が企画さ

れている。また、公益財団法人武蔵野健康づくり事業団健康づくり支援センターでは、65歳

以上の住民を対象にした介護予防事業として、自由来所制の「健康体操教室」、市内のスポ

ーツクラブで行う筋力向上のための「にこにこ運動教室」、「健康積立預筋体操教室」、転

倒予防のための運動プログラムが実施されている 9。 

 

事例 2 三鷹市（＋1.01歳） 

三鷹市整復師会の各施術所では、市の補助事業として転倒予防教室が開催されている。週

一回約 5 人の定員で、転倒を予防するための運動や体力を向上させる運動が企画されてい

る 10。 

 

事例 3 福生市（+0.995 歳） 

市民であれば年齢不問、申し込み不要の健康診断と保健師や栄養士の相談会が毎月 2 回

設けられている。また、高齢者向けに、脳と体の活性化のための 5つの教室が開催されてい

る。「生きがい活動支援デイサービス」では、要支援や要介護認定をされていない市民が、

安価で趣味活動や屋外でのハイキングに参加できるイベントを行っている 11。 

 

以上が各自治体の取り組むプログラムであるが、参加する住民は必ずしも全員ではない

ことから、健康プログラム以外の健康寿命促進要因の存在を見据えて、高齢者間の交流促進

を目的とする団体の活動も活発化している。そこで、八王子市で活動している団体を対象に

ヒアリング調査を行なった。 

 

第３項 多摩地域における先進事例 

 

 今回ヒアリング調査を行ったのは八王子市清川町で住民同士の交流促進を目的に活動し

ている、清川きよぴーという団体である。この団体では現在、会合スペースとして活用して

いる一軒家において、料理教室や体操教室・昼寝・談笑といった地域の高齢者へのプログラ

ムを、高齢者自らが提供・展開している。  

 当該活動への参加者の中には、企業・団体を定年まで勤め上げた後、自身の知見・経験を

地域に還元したいという思いから活動に参加している方がいるとの話を伺った。同地域に

は探求心と経験豊富な町民が多いようだ。 

 今回のヒアリング調査を通じて、八王子市内の別地区で同様の活動を行なっている複数

 
9 武蔵野市ホームぺージ（2017）。 

10 三鷹市ホームぺージ（2021）。 

11 福生市ホームぺージ（2021）。 
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団体の存在が明らかになったが、その多くは活用スペースがないため、清川きよぴーのよう

に気軽に訪れることができず、大きな催しを開くことが困難だとの話を伺うこともできた。 

以上のことから、地域での人的交流を求める活発な高齢者は意外に多いものと推察され

る。しかしながら、会合や活動の拠点となる供給のニーズに対応できていないことが、彼ら

の活動活発化・拡大を妨げる要因となっている。 

2017 年度のインターゼミ多摩学班も「地域活性化の研究」において、地縁・血縁に基づ

く人的ネットワーク、あるいは地域共同体としての「コミュニティの重要性」について言及

している。 

 

多摩地域を活性化させるためにはコミュニティを構築することが重要だと考える。な 

ぜなら、シニアが多い多摩地域では昔のような地域の中での人と人とのつながりが必 

要だからだ。しかし、現代では昔のような近所の住人のことを詳しく知っている、何 

でもわかるといったつながりは難しい。ならば緩やかな紐帯、コミュニティの構築を 

目指していくことが必要だと考える。12 

 

従って、多摩地域の健康寿命が高い背景の 1つに活動的な市民の存在があり、彼らが人的

ネットワーク（すなわちコミュニティ）を機能させる原動力となっているとの解釈は妥当で

あろう。次項では住民同士のコミュニティの構築についてより理解を深めることにする。 

 

第４項 空き家活用の実態 

健康寿命の増進に欠かせない要素として「移動を伴う適度な運動」とともに、生き甲斐の

創出につながる「人と人との交流」がある。同じ趣味だけでなく、何気ない日常を共有する

仲間がいることが生き甲斐となり、身体にも良い影響を及ぼすと考えられるからだ。これら

要素を具体的活動に転化するには活動スペースが必要となるが、前項にあるとおり、住民の

活動拠点の確保が困難なため、活動を断念せざるを得ない住民も一定数いると推察される。

この問題を解決する最良の方策は空き家を交流拠点として確保することである。 

 

 
12インターゼミ多摩学班（2017）、191 ページ。 
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表 ３-4. 多摩地域の空き家率 

 

   出典：東京都総務局行政部（2017）19 ページより転載。 

 

表 3-4に示される多摩地域の空き家率によると、同地域のおよそ 10%が空き家のまま活用

されていない。この空き家を再利用できるように最低限の整備を行うことで、空き家は活動

拠点として機能する「場」に生まれ変わり、さらなる活動拡大に繋がることが期待される。 

たとえば、江戸川区ではリノベーションした空き家が、自立している前期高齢者のシェア

ハウスとして運営されている。長野県須坂市には空き店舗をコミュニティスペースに生ま

れ変わらせた事例がある。5年間空き店舗だった建物を市が購入し、住民の交流拠点として

地域おこし協力隊がワークショップを開催している。ワークショップ以外にも自由に立ち

寄ることができる空間として誰でも利用できる（日本経済新聞 2020年 9月 30日）。 

 

第５項 健康寿命促進に向けた提言 

今回のヒアリングを通じて重要性が確認された「活動の場を確保すること」は人的ネット

ワーク形成に不可欠な要素である。そのためには前項で提案した空き家の活用とともに、会

合へアプローチするための手段の整備が必要となる。akippa 株式会社（大阪府）が運営し

ている駐車場予約アプリ「akippa」のように、空いているスペースへの容易なマッチングを

図ることが理想的な解決策のひとつといえる。 

なお、多摩地域には従前より居を構える住民とベッドタウン化した多摩ニュータウンに

転入してきた住民とが混在しているという特徴がある。多様な背景を持つ彼らが求める多

様なニーズに応えることが、多摩住民の、多摩住民による、多摩住民のための地域共同体た

るコミュニティ形成に不可欠な要件だと考える。 
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第３節 文化 

 研究背景 

 都市化及び再開発により利便性が向上したことで、今日の多摩地域が以前より住みやす

い街になっていることは確かである。しかしながら地方からの転入者、核家族化が進行して

他者とのつながりを持たない住民が増加したことで、精神的な意味での帰属先を持たない、

換言すれば人的ネットワークとしてのコミュニティに参加していない、孤立する人々が増

加傾向にある。 

 そこで本節では、孤立した人々が増えている現状を解決するため、人と人とのつながりを

持続させ、彼らの交流を深めるための「人的交流の場」について、歴史・文化の観点から検

討する。  

 

 郊外地域のコミュニティの課題 

 現代の都市部においては孤立しやすい人々をサポートする仕組みが十分でなく、人間関

係が希薄化しつつある中で人的交流を促す「場」の減少傾向が顕著となっている。その背景

には独身世帯の増加・ライフスタイルの変化・女性の社会進出・家事の外在化などがあり、

それは多摩地域も例外ではない。 

 人的交流の場の確立を試みる場合、これをその機能的側面であるソフト、物理的側面であ

るハードの両面から検討するというアプローチもあろう。本節では後者の物理的側面であ

るハードを、その地域固有の伝統ある建造物に求め、その利活用の可能性を探ることにする。 

 

 事例研究 

 ここでは、人と人とのつながりを増やすことのできる場所に関する事例を紹介する。 

 

事例１ 自由学園明日館 

 明日館は、羽仁もと子・吉一夫妻によって大正 10（1921）年に女学校として設立された

自由学園（東村山市）の校舎である。明日館はアメリカの建築家フランク・ロイド・ライト

と、その弟子の遠藤新により設計された 13。帝国ホテル設計のために来日していたフラン

ク・ロイド・ライト氏が、羽仁夫妻の教育理念に深く共感し設計を快諾したといわれている

14。 

現在の明日館は国の重要文化財でありながらも使用を許可されている「動態保存」の稀有

な例である 15。2階の食堂は現在、喫茶付き見学でコーヒーや紅茶を楽しめるほか、結婚式

やクラス会など多目的に貸し出されている。貸出のみならず、季節によっては、桜見学会、

夏季にはアイスクリームづくりやビアテラスなどの催しも開いており、文化財でありなが

 
13 自由学園明日館ホームページ（2021） 
14 自由学園明日館ホームページ（2021） 
15 自由学園明日館ホームページ（2021） 
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ら、人が集う場として活用されている 16。 

 

事例 2 三菱一号館 

 ヒアリングを行なった三菱一号館（東京都千代田区）は、1894（明治 23）年に三菱合資会

社が現在の千代田区丸の内に建設した、日本で最初の洋風貸事務所建築である 17。 

2009（平成 21）年、往年の姿の復元を目的とする工事が竣工し、翌 2010（平成 22）年に

三菱一号館美術館が正式開館された 18。現在では、美術館のほかにカフェ（Café 1894）と

して活用されており、オフィス街の一角に立地する憩いのスペースとなっている。ヒアリン

グを行なった際、平日昼間にもかかわらず多くの訪問客があった。 

 

事例３ 江戸東京たてもの園 千人同心組頭家 

 江戸東京博物館の分館である江戸東京たてもの園（小金井市）には、幕府職制のひとつで

あった「八王子千人同心」の組頭の家が移築されている 19。歴史的建造物である同施設は博

物館としての役割は果たしているものの、かつて寄り合い地としての機能を有していた事

実を知る者が寡少な地域に置かれたことで、その歴史的意義が埋没してしまった感はある。

従って移築により「交流の場」としての可能性が失われた典型例といえる。なお、同施設内

にある別邸ではカフェとして利用されている。 

 

 多摩地域における文化施設の再活用 

第３項であげた 3 つの事例をみる限り、これら建造物の外観は地域を象徴するランドマ

ークの如き存在感を放ちつつも、その内実は博物館やカフェといった文化的側面が色濃い

人的交流の場として活用されるなど、その利用価値は比較的高い。総じて歴史的背景・意義

を有する建造物であるため、地域に根付いてさえいれば、人的交流の場として十分活用可能

だと考える。 

歴史的建造物を交流のためのカフェスペースとして再活用している事例は全国的には多

くみられる。スターバックスコーヒーの神戸北野異人館店（兵庫県神戸市中央区）や弘前公

園前店（青森県弘前市）のように、歴史的な建造物を店舗としてチェーン展開している企業

もある。周辺の雰囲気を壊さずに、精神的に豊かな生活を送る上で、伝統文化は一定の効果

を発揮する。 

 新規性のみを求めた再開発を進めるのではなく、現存する建造物の再利用、とりわけ歴史

的背景・意義を持つ建造物を利用することは、地域住民を惹きつける交流の場をつくる上で

の有効な方策のひとつである。歴史的な価値はその知名度の高さにより人を惹きつけると

 
16 自由学園明日館ホームページ（2021） 
17 三菱一号館美術館ホームページ（2021） 
18 三菱一号館美術館ホームページ（2021） 
19江戸東京たてもの園ホームページ（2021） 
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ともに、そこで過ごした記憶が思い出となり、地域住民を継続的にその場へ誘うからである。  

 そのためにも、まずは、地域住民にとって文化的価値の高い建造物、次に記憶に残る思い

出の建造物を保存することが肝要となる。そしてその建造物に住民が集まる仕掛け・仕組み

をつくることが、住みやすい街をつくり上げるための第一歩であり、住民の孤立を防ぎ、地

縁・血縁からなる人的ネットワークとしてのコミュニティを活性化させる手立てのひとつ

となろう。 
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第４節 子育て支援 

 子育て支援の現状 

本節では「幸福度ランキング」の 5分野のひとつである「生活」に焦点を当て、日本全体

の課題となっている少子高齢化問題への対策として子育て支援を取り上げる。 

図 3-8 は戦後日本の出生率の傾向を示したグラフである。この図より、1947（昭和 22）

年から 1949（昭和 24）年にかけての第一次ベビーブーム、1971（昭和 46）年から 1974（昭

和 49）年にかけての第 2 次ベビーブームを除くと、出生率はほぼ一貫して低下傾向にある

ことがわかる。第一次ベビーブーム期には約 270 万人、第二次ベビーブーム期には 200 万

人の出生数があったものの、2019年の出生数は 87万人まで激減していることはその表れで

ある。 

出生率の低下は高齢化の裏返しでもあるため、高齢化が進行する自治体は手厚い子育て

支援策を打ち出し、子育て世代を取り込もうとする動きもみられるなど、自治体間で「子育

て世代の奪い合い」の兆しがみられる。 

 

図 ３-8. 日本の出生数、合計特殊出生率の推移 

出典：厚生労働省ホームぺージ（2020b）。 
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図 ３-9. 多摩地域の人口及び年少人口率の推移 

注：国立社会保障・人口問題研究所のデータよりたましん地域経済研究所が作成。 

出典：たましん地域経済研究所（2020）。  

 

多摩地域の老齢人口の割合は増加傾向にある一方、年少人口の割合は減少傾向にある。後

者の実体をより正確に把握するために表 3-5 に示される人口千人当たりの出生数を確認し

たところ、全国平均の 7.0、東京平均の 7.6に対し、多摩地域の平均は 6.6となり、年少人

口の低下の一因が出生数の減少にあることが明らかとなった。多摩地域の少子化はその他

の東京都部よりも進行している。 

 

 

表 ３-5. 人口千対における出生数の比較 

 

 注：出典資料をもとに筆者作成 

 出典：東京都福祉保健局総務部総務課（2019） 
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人口減少が進行する中で出生数を安定的に推移させるためには、出生環境の現状を把握

し改善する必要がある。この現状把握のため、株式会社ベビーカレンダーが 907名の子育て

をしている親を対象に実施した「子育てにおける SNS利用に関する意識調査」を基礎資料と

して SNS の利用状況を確認しておこう。SNS の利用有無に関する質問に対して、92.3％が

SNSを利用していると回答した。妊娠や出生、子育てに関する情報収集ツールでは Instagram

を利用する人が 68.7％と一番多く、次に LINE、Facebook、Twitter であった。しかし、子

育てに関する情報を友人や知人から得る割合が最も高く 8割以上の回答であった。 

妊娠、出生、子育てに関する情報の収集先として最も信頼している先は、医師、助産師、

看護師などの専門家であり、全体の 3割を占めている。一方、SNSをもっとも重要な情報収

集先と考えている人は 3％未満であった。情報収集先として頻繁に SNS を利用しているが、

情報の信憑性は低いという判断がなされていることから、SNSの利用度は高いものの信頼性

は低いことが明らかとなった。 

 

 サードプレイスとしての SNS 

身近な情報ツールである SNSへの信頼性は低いものの、SNSへの投稿状況などに着目する

と、その利用方法の特徴が改めて浮き彫りとなった。 

前項で示した株式会社ベビーカレンダーの調査によると、子育て世代の４割以上が「自身

の妊娠、出産、子育てに関する情報」を SNSへ投稿している事が明らかとなった。投稿の背

景には「自身の経験に関する投稿に対して、反応やアドバイスなどのコメントがもらえるこ

とに喜びを感じる」、「悩みを投稿することで気持ちが楽になる」などがあることから、SNS

は子育て世代の心の拠り所として機能している節がある 20。 

さらに、SNS はその種類によって用途が異なるため、利用者の立場と目的次第で SNSが大

きな心の拠り所、換言すればサードプレイスになりうる。高谷（2019）はこのサードプレイ

スになりうる SNS の１つが Twitterであると主張し次のように説明している。 

Twitter は Facebookなどの実名利用が基本となっている SNSとは異なり、学校や職場 

などの所属先が明確になっておらず、現実社会での人間関係がオンラインでも色濃く 

反映されない。さらに自らの「関心」ごとから誰かと繋がることができる 21。 

例えば、2018 年 12 月生まれの子供を授かった主婦が Twitter のハッシュタグを活用し

「#2018dec_baby」と入力すると、全世界の 2018年 12月に生まれた子供の主婦とつながる

ことが可能である。さらには、Twitterの利用者は、参加概念がなく緩いつながりが形成 

されていることを承知の上で利用しており、他者のツイートに対し「いいね」や「リ 

ツイート」と「コメント」を書くなどシンプルに共感表明を表すことができる 22。 

 
20 株式会社ベビーカレンダー（2018）。 

21 高谷（2019）、2 ページ。 

22 高谷（2019）、10 ページ。 
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 以上のことから、「社会的拘束力の影響が最小限であること」と「地域共同体としてのコ

ミュニティの形成が可能となること」が SNS 上でのサードプレイス成立に関する要件だと

考える。 

 

 多摩地域の実例 

多摩市では LINE を利用した子育て相談の窓口を開設している。この相談窓口では、文章

のやり取りと電話相談が可能であり、登録方法も簡単であるため多くの人々が利用してい

る。また同市では、2020（令和 2）年 8月より、妊娠期から子育て期までの子育て情報を配

信する「にゃんとも子育て LINE」を解説している。複数の医師と管理栄養士などの専門家

による監修のもと、子供の成長過程と妊娠生活に関する情報配信を行っている 23。 

 この窓口以外にも、コロナ禍において対面での子育て支援やイベントが少ないなか、「マ

マコペル」でオンライン上での相互交流と子育ての不安や悩みを相談できる場を設けた。

Web 会議システムを活用して全国にいる子育て世代の人がインターネットを通じ顔合わせ

がすることが可能で、参加対象は 0 歳から満 3 歳児までの子供を育てている母親である。

提供するコンテンツは 2 つあり、ひとつは生後 1 ヶ月から 4 ヶ月の親子のためのプログラ

ム、もうひとつは助産師と一緒に学ぶ 0歳児の親向けプログラムである 24。 

このように、市役所における既存の子育て窓口や電話相談以外の、SNSの活用とオンライ

ン上での子育て支援の取り組みも徐々に普及している。子育てに関する悩みと不安を共有

できる新たな環境の醸成は、子育て支援のあり方を大きく変えようとしている。 

 

 新たな子育て支援からの考察と提言 

第 3項で述べたとおり、SNS と WEBを活用した子育て支援が普及し始めている。信憑性が

低いという欠点を有するものの、子育てに関する情報検索ツールとしての活用度は高まる

ばかりである。この現象の背景には、人間関係のバランスを保つことに腐心する、日本特有

の慣習があるものと考える。他人の気持ちを推し量り配慮する気配りは、緩やかながらも相

互監視の環境を醸成する。投稿による自己主張の増加には有用な情報の提供という側面と

同時に匿名に基づく保身という側面がある。 

デジタルな仮想社会は我々個人の自由な表現をある程度許容するものの、その匿名性が

もたらす情報の信憑性、参加メンバーへの信頼性は、我々が相対するリアルな現実社会に大

きく劣る。デジタルな仮想社会の有用性は接続（繋がること）と検索（関心領域へのアクセ

ス）の容易さであることを踏まえ、SNSのデジタル情報と周囲からもたらされるリアルな情

報をバランスよく活用することが重要かつ必要となる。 

  

 
23 多摩市ホームページ（2020）。 

24 一般社団法人オンライン子育てひろば協会ホームページ（2021）。 
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第５節 安心・安全 

 防犯 

  

 東京都の自治体別犯罪件数を示した図 3-10に見る濃淡の違いは、23区に比べて多摩地域

の犯罪件数が少ないことを示している 25。 

 

図 ３-10. 東京都の自治体別犯罪件数 

 出典：警視庁生活安全総務課（2021）。 

 

 図 3-11 は多摩地域における犯罪認知件数の推移を示している。多摩地域では 2009 年か

ら 2020 年にかけて、犯罪認知件数が一貫して減少し続けているが、図 3-12に示すように、

詐欺犯罪の認知件数は増減を繰り返しており、十分に抑え込まれていないことがわかる。ま

た、図 3-13に示す多摩地域の犯罪種別の比率をみると、自転車盗難や万引き等の非侵入窃

盗犯認知件数が約 7割を占める状況で大きな変動は見られない。 

 
25 犯罪の少ない多摩地域の市町村は、奥多摩町、桧原村、日の出町、青梅市、あきる野市、羽村市、福生

市、昭島市、東大和市、田無市、西東京市、東久留米市、清瀬市、小平市、国分寺市、日野市、多摩市、

稲城市などである。 
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図 ３-11. 多摩地域の犯罪認知件数の推移 

注：出典資料のデータに基づき筆者作成 

                         出典：警視庁ホームぺージ（2021）。 
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図 ３-12. 多摩地域の詐欺犯罪認知件数の推移 

注：出典のデータに基づき筆者作成。 

出典：警視庁ホームぺージ（2021）。 

 

           図 ３-13. 多摩地域の犯罪種別比率 

注：出典のデータに基づき筆者作成。 

                         出典：警視庁ホームぺージ（2021）。 

  

0.00%

10.00%

20.00%

30.00%

40.00%

50.00%

60.00%

70.00%

80.00%

90.00%

100.00%

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

凶悪犯 粗暴犯 侵入窃盗犯 非侵入窃盗犯 その他



429 
 

しかし、多摩地域ではこの数年、被害者が複数名に及ぶ犯罪が報告されている。今年だけ

でも 2021（令和 3）年 8月に小田急電鉄小田原線車内で 10名の負傷者が発生しており 26、

2021（令和 3）年 10月に特急京王線新宿行電車内で刺傷者が発生し放火騒ぎが発生した 27。

どちらも無差別に殺傷などを狙った通り魔的犯行でありきわめて悪質である。 

これらの事件から犯罪は増えていて、凶悪化しているという誤解が生じやすいが、その原

因として京都産業大学の田村 正博教授は 2つの原因を指摘している。 

 

一つは、人は誰もが悪いことに敏感に反応し、多くの面で改善していても、悪い事態が 

 一部であれば、それを指摘して注意喚起するのが通例であることであり、もう一つは、被害 

 が少ない社会になったからこそ、一つ一つの被害が社会的により注目されるようになってき

たことです 28。 

 

近年の犯罪認知件数の減少は、様々な規制の導入や、防犯ボランティアの活動や市民の自

衛行動の広がり等により、犯罪のしにくい社会が形成されてきていると考えられます。 

東京都の都民安全推進本部の、防犯ボランティア応援サイトである「大東京防犯ネットワ

ーク」上にも多摩地域で活動する防犯ボランティア団体が 300以上登録されている。29 

以下に、防犯ボランティア活動の事例をいくつか紹介する。 

 

事例 1 足立区「ビューティフル・ウインドウズ」 

  東京都足立区では、「美しいまち」を印象付けることで犯罪を抑止するという区独自の「ビ

ューティフル・ウインドウズ」運動を掲げ、防犯パトロールや子どもの見守り活動に加え、

迷惑喫煙防止パトロールや通学路に花を植える活動などを実施している。地域全体で防犯

の取り組みを実施したことで、犯罪件数が減少傾向となっている。この運動では警察署だけ

でなく、地域で結成された自主防犯ボランティアや学校、商店街などのさまざまな機関と連

携したことで、2001（平成 13）年には 16,843 件あった刑法犯認知件数が、2019（令和元）

年は 4,764件と大きく減少した 30。 

 

事例 2 青梅市「青梅防犯ボランティア隊」 

「自分たちのまちは 自分たちで守ろう」というスローガンのもと、青梅市梅郷地区におけ

る犯罪や事故の増加傾向から、1997（平成９）年に自主防犯などの組織が誕生した 31。 

 
26 東京新聞 TOKYOWeb2021 年 9月 17 日。 

27 東京新聞 TOKYOWeb2021 年 11月 23 日。 

28 田村（2019）。 

29 大東京防犯ネットワーク（2022）。  

30 国土交通省（2020）。  

31 警察庁（2021）。 
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事例 3 稲城市における防犯活動の取り組み 

 稲城市における犯罪認知件数は年間約 300 件で、町村を除く都内では最も少ない水準と

なっている。稲城市においては、自治会をはじめ、多くの地域団体が日頃から防犯活動を実

施しており、2019年末時点で 130 団体が防犯活動団体として市に登録されており、延べ 10

万 3千人の方が防犯パトロールを実施し、地域の安全向上に貢献している。32 

 

 これらの事例からもわかるように、犯罪が起きにくい地域づくりにおいて、防犯パトロー

ルに市民が積極的に参加する事などのコミュニティ活動が貢献していると考えられる。 

  

 
32 稲城市自治会連合会（2020）。 
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 ひきこもり 

厚生労働省の定義によると、ひきこもりとは単一の疾患や障害の概念ではなく、「さまざ

まな要因によって社会的な参加の場面が狭まり、就労や就学などの自宅以外での生活の場

が長期にわたって失われている状態」33とされている。ひきこもり状態になる原因は多様で、

子どもから高齢者まで幅広い年代で起きており、内閣府調査では、15歳から 64歳までのひ

きこもり状態にある方は 100万人を超えると推計されており、80代の親が 50代のひきこも

りの子供の世話をせざるをえなくなる、いわゆる「8050 問題」も懸念されている。 

多摩地域における引きこもり支援の状況について、公益団体法人 東京市町村自治調査会

が『基礎自治体におけるひきこもり支援に関する調査研究報告書』として、2021（令和 3）

年 3月に発行している。34 

この調査報告書によると、多摩地域の 30 市町村のうち 8 割にあたる 24 の自治体は支援

を行っているが、支援を検討中の自治体や行っていない自治体もある。また、支援を行って

いる自治体においても、ひきこもり状態にある方の実態を把握していない自治体が多いこ

とがわかる。 

支援を実施している自治体でも、地域の支援団体と把握が出来ていない自治体や、連携す

る地域支援団体の数が少ない等の課題を抱えている課題が見られる。 

また、ひきこもり状態にある方への支援内容も、相談窓口の設置や就労・訪問支援が中心

で、居場所づくりの実施までは至っていない。 

また、支援を実施している自治体が地域の支援団体に期待することの上位には「居場所づ

くり」、「関係構築」、「雇用の場の確保」、「つながりや地域の見守り」が挙げられてい

る。 

 多摩地域における先進的な取組を行っている自治体として、日野市があげられる。日野市

では、ひきこもり実態調査を実施しており、2021（令和 3）年 10 月に「日野市ひきこもり

等実態調査結果」として公表している。35 

 

 
33 日野市健康福祉部（2021）。 

34 公益財団法人東京市町村自治調査会（2021）。 

35 日野市健康福祉部（2021）。 
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表 ３-6. 日野市ひきこもり調査結果 

 

出典：日野市ホームぺージ（2021）より転載 

 

表 3-6から、男女ともに 30 代から 50代が多く、全体の 45.7％となり、働き盛りの世

代が多いことがわかる。また、70歳以上の高齢者も１割以上を占め、「ひきこもり」の高齢

化がうかがわれる。それゆえ社会とのつながりを回復できる仕組みを作っていくことが求

められており、基礎自治体が中心となって支援体制を構築することが必要かつ重要となる。 

日野市でのひきこもり支援の取り組みは、相談受付を健康福祉部 セーフティネットコ

ールセンターが実施し、ひきこもり支援を地域包括支援センターの運営や日野市生活困窮

者自立相談支援事業を委託している「社会福祉法人 創隣会」に委託する形で実施されてい

る。 

独自の取り組みとして、ひきこもり状態にある方が相談しやすい環境を整備する為、対

面及びオンラインによる個別相談会を開催している。また、家庭内で複合化した問題を抱え

ている場合も多いため、家庭向けの支援も実施しており、家族のつどいやひきこもりセミナ

ーでは、家族の緊張をほぐす取組を行っている。36 

 

 
36公益財団法人東京市町村自治調査会（2021）91-92 ページ。 
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表 ３-7. 日野市のひきこもり相談会、セミナー等の取組 

名称 開催頻度 会場 対象者 予約 備考 

個別相談会 月１回 

(3 回/日) 

市役所 ひきこもり状態にあ

る方・家族 

必要 予約時に職員が簡単な聞

き取りを行い、詳しい相

談は当日に相談員が行う 

オンライン個

別相談会 

月１回 

(1 回/日) 

オンライン ひきこもり状態にあ

る方 

必要 2020 年 8 月よりスタート 

Zoom にて実施 

ひきこもり・生

活の悩み出張

個別相談会 

年 4 回 

(3 回/日) 

福祉支援セ

ンター 

生活の悩みを抱える

方・ひきこもり状態

にある方・家族 

必要 市役所から遠い地域の方

向け 

家族のつどい 年 4 回 公共施設の

集会室等 

家族 必要 特定非営利活動法人 KHJ

全国ひきこもり家族会連

合会に講師を 1 名依頼 

ひきこもりセ

ミナー 

年 2 回 

(例年は 

9 月・1 月) 

公共施設の

ホール・オ

ンライン 

誰でも参加可能 不要 参加者を市民に限定する

ことはしていない。2020

年はオンライン開催 

注：出典にもとづき筆者作成。  

出典：公益財団法人東京市町村自治調査会（2021）92ページ。 

 

 また、東京都文京区では 2014（平成 26）年 4月から「STEP～ひきこもり等自立支援事業

～」を実施している。この事業は、区内に約 1,300 人（15〜39 歳）存在すると推計される

「ひきこもり」の状態にある方や、その家族を対象としたプログラムで構成されている。主

に、「社会人基礎力養成講座」や「若者向け就職面接会」などの事業や東京しごとセンター

が実施する「職業体験・グループワーク」を含め、段階に応じたプログラムを配置した 37。   

プログラムは以下の 4段階に整備され、就業が定着するまでの間、支援を実施してい

る。 区で独自に支援プログラムを実施することにより支援者同士の交流なども生まれ、

支援者との地域に根差した連携ができるようになった。また、段階的なプログラムを整理

したことにより、切れ目のない支援の実施が可能となった 38。 

 

  

 
37 文京区ホームページ（2021）。 

38 公益財団法人東京市町村自治調査会（2021）103-109 ページ。 
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 まとめと考案 

 防犯に関する調査からは、防犯パトロール等のコミュニティ活動が、犯罪しにくい地域づ

くりに貢献していることが判明した。 

 地域における新たな課題として認知されてきているひきこもりの課題についても、同様

にコミュニティ活動の広がりが課題解決に効果を発揮するのではないかと考えられる。現

在は自治体内での取組は開始されているものの、人手不足もあり地域支援団体との連携が

不足している状況となっている。居場所づくりとして受け入れ可能な地域コミュニティ活

動とのマッチングを行うことが課題解決につながるのではないかと考えられる。 
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第６節 教育 

 現状分析、アクティブシニアついて 

 今後 50年にわたる大幅な人口減少が予測される中、日本の永続的な発展を実現するため

には、人材の育成が最も重要である。急速な社会経済の変化や科学技術イノベーションの進

展により、地域の特性に基づいた多様な価値の追求によって地域を牽引するリーダー及び

中間層の育成が急務となっている。地域社会における人材の育成や高等教育の機会確保な

どを通して、私立大学は、地方創生政策がめざす地域振興を推進する使命があると同時に、

それを推進する十分なメリットがあるものと考える。本節では、上記の基本的な役割を踏ま

えつつ、多摩地域における生涯学習機関としての大学の役割について考察する。 

本学では、経済学者などの著名人を講師とする講座を 2008（平成 20）年より毎年開講し

ているが、過去 13 年間の受講者は延べ 17 万人を超えており、平日昼の開講のため受講者

の大半は地域の高齢者である 39。多摩地域は、過去に高度成長を牽引し、退職後も活力を持

ち生活する高学歴の高齢者「アクティブシニア」が集積する地域であることが特徴としてあ

げられる。 

本学の役割は地域住民(主にアクティブシニア)が社会参画するためのプラットフォーム

として機能することにある。ここでのプラットフォームとは、高齢者に対して学生交流や各

種産業に携わった経験・社会活動・創業・起業・歴史文化といったさまざまな情報提供の機

会を本学が提供することを意味する。学生にとっては幅広い社会学習の機会となり、高齢者

にとっては若年層へ経験・知識を還元できるまたとない機会となるため、プラットフォーム

は多摩地域の世代を超えた人的交流を促す仕組みともいえる。 

 

 高齢者のライフデザイン、生涯学習の種類 

 アクティブシニアの学習活動は「生涯学習」と称されることが多い。生涯学習には趣味や

教養を身につけるための自己研鑽的なイメージがあるが、生涯学習の本来の目的は「自己の

充実や生活向上のために、人生の各段階での課題や必要に応じてあらゆる場所、時間、方法

により学習者が自発的に行う自由で広範な学習 40」を意味する。その範囲は個人や組織的な

学習活動だけでなく、スポーツ、文化、ボランティア活動など幅広い範囲が含まれる。 

 生涯学習において積極的・自発的な活動をするためには能動的な学びだけでなく、楽しむ

ことも必要だが、ここでの高齢者の「楽しみ」は３つに大別できる。第 1の「楽しみ」は若

年時からの趣味・嗜好のことである。趣味・嗜好の中には年齢を重ねても変わることなく、

長年の生活や経験の中で確立される部分がある。第 2の「楽しむ」は、時間的余裕の中で高

齢者が嗜むようになった娯楽・趣味等のことである。 

 

 
39 多摩大学ホームぺージ（2021）。 

40 東京大学高齢社会総合研究機構【編著】(2017)、  ページ。 
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図 ３-14. 後半人生のライフデザイン検討イメージ 

出典：東京大学高齢社会総合研究機構【編著】（2017）82 ページより転載。 

  

 

この第 2の「楽しみ」は図 3-14が示すライフデザインの検討イメージからも理解できる。

企業・団体に所属し働く人々の多くは 60代後半以降、長年の社会活動から解放され、自由

な時間の中で「セカンドライフ」を送ることになり、多忙で時間が無かった現役時代に経験

できなかったこと(長期の旅行や習い事など)に着手する願望にかられる。さらに、相応のキ

ャリアを積んできた高齢者は物的欲求が充足されている場合が多いゆえ、精神面での充実

を求める傾向が強い。これが第 2の「楽しむ」を出現させる背景である。 

第 3の「楽しみ」は「時代の変化に合わせて市場が作り出す娯楽・趣味など」である。た

とえば、健康や美容に対して高齢者の関心が高まった結果、ヘルス・ツーリズム、健康ツア

ーといった新たなツアー市場が開拓され、高齢女性向けの美容に関する商品が開発・展開さ

れるなど、「楽しみ」の追求に関して市場が果たす役割は大きい。そして、今後の老齢人口

の増加は新たな市場を作り出す可能性があり、このような分野における老齢者の貢献度も

高まるものと期待される。 

 近年においては生涯学習の内容・活動目的にも多様性が生じている。文部科学省が推奨す

る生涯学習の新たな方向性を示すものとして「『学び』と『活動』の循環」がある 41。具体

的には、地域活動の中で身につけた学びを地域活動の場で実践し、その過程で発見した課題

を解決するため、さらに学びを深めるという学修プロセスのことである。このような生涯学

習は個人の自立と社会での協働を促すことになる。そしてこの活動を推進するためには地

域の大学や地元企業・団体の存在が必須となる。 

 
41 中央教育審議会生涯学習分科会学習成果活用部会 (2016)。 
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図 ３-15. 高齢者の学習活動への参加状況 

出典：文部科学省（2012）64 ページより転載。  

 

 

図 3-15は「高齢者の学習活動への参加状況」を示しているが、彼らが参加する学習活動

の上位には民間・公共機関とともに大学が主催する公開講座が列挙されている。学習活動へ

の参加状況については、大半の高齢者が「参加したいが、参加していない」、「参加したく

ない」と回答する結果になっている。この現状をみる限り、生涯学習へ積極的に参加してい

る「アクティブシニア」より、生涯学習に取り組みたいがその機会がない、あるいは初めか

ら生涯学習への意欲のない「インアクティブシニア」が多数派であることがわかる。 
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図 ３-16. 生涯学習に対する今後の動向 

出典：文部科学省 (2012) 65 ページより転載。 

 

図 3-16は生涯学習への意欲を調査したグラフだが、今後「してみたいと思う」、「どち

らかといえばしてみたいと思う」を比較的多く選択した年齢層は、早期・定年退職者などの

「リタイア層」に該当する 50～59歳、60～69歳となっている。今後、生涯学習活動への参

加意欲が比較的旺盛なリタイア層をターゲットとした特別講座などの学習機会を提案する

ことが望まれる。 

高齢者参加型の生涯学習活動の事例としては、チャレンジコミュニティ大学があげられ

る。港区と明治学院大学が連携し、「高齢者や高齢を迎える方が、学習を通じて個々の能

力を再開発し、自らが生きがいのある豊かな人生を創造するとともに、今まで培ってきた

知識・経験を地域に活かし、地域の活性化や地域コミュニティの育成に積極的に活躍する

リーダーを養成することを目指す」という理念をもとに 60歳以上の人を対象に講座を開

いている 42。 

1年間のカリキュラム修了後は、チャレンジコミュニティ大学修了生の情報交換、資質

の向上、地域活動の推進などを目的とした組織に入会し、会員として自主運営に貢献して

いる。また、修了生に対して、港区の各委員会などへの参加、地域タウンフォーラムなど

の地域活動への参画を促し、アクティブシニアが講義で得た知識を活用する場を大学側が

設けている。 

本学の講座は、講演後に交流の場を設けているが、この事例のように学んだ知識・スキル

 
42 明治学院大学ホームページ (2021)。 
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を活用する場がないのが現状であるため、大学側が率先してこれを設けることを検討すべ

きである。 

 

 多摩地域の大学の生涯学習機関としての役割 

 

 現在、多くの大学が学部学生以外を対象とする学習の場を提供しているが、学んだ知識を

活用する機会の提供は不十分である。また、明治学院大学と比べると学んだ知識の活用先が

大学側から示されていないことから、高齢者の生涯学習で重要となる「学びの循環」を満た

しているとはいえない。多摩地域の緒大学を「学びの循環」の輪の中に入れるためには、具

体的な到達目標を設定し、学んだ知識・スキルを生かせる場を設ける必要がある。 

 そこで本節では、多摩地域における生涯学習機関の構想として「多摩のミネルバ大学」を

提案したい。構想名として使用している「ミネルバ大学」とは、カリフォルニア州サンフラ

ンシスコに本部を置く移動式の大学である。 現地の企業や研究機関、政府、自治体などと

協働する実践的なプログラムも用意されており、能動的ではなく自発的な学びを促してい

る 43。 

 多摩地域でミネルバ大学のような学びの仕組みを機能させるには、多摩地域の各大学・地

元企業・団体との提携のもと、学んだ知識と経験をもとに社会に貢献する「活動の場」を設

けることが不可欠となる。この「活動の場」を設けることにより「机上の学びを生活に生か

す」ための一貫した学びが可能となる。この活動の場には様々なタイプのものが想定される

が、大学の経営資源のみでこれを運営し成果を提示するのは困難である。企業・団体の知財・

ノウハウが「活動の場」であるプロジェクトに必須の経営資源となるだろう。 

 「多摩のミネルバ大学」は、参加組織の問題意識を基礎に形成される「多摩地域における

生涯教育上の理念」のもと、多様な教育・研究分野を有する大学及び地元の企業・団体のゆ

るやかな連合体に支えられて機能する。この生涯教育構想が実現し一定の評価が得られる

ならば、地方大学に対する首都圏大学の競争優位、地域社会での経済振興につながる可能性

があることから、「多摩のミネルバ大学」実現に向けて取り組む意義は十分にあるものと考

える。 

 

 望まれる方向性 

 大学の共同組織の事例として「山手線コンソーシアム」がある。共通する事業目的を達成

するための事業体であるこの組織には複数の大学が参加しており、各大学の図書館施設を

利用可能とするなどのサービスを提供している 44。コンソーシアムのような連携組織は参加

団体間の利害対立が存在する中、利害が一致する領域において成立する。短期大学も含める

 
43 Minerva University ホームページ（2021）。 

44 f-Campus ホームページ（2021）。 
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と大学の数が 50 校となる多摩地域においても、複数の大学が参加するコンソーシアムが存

在する。「多摩のミネルバ大学」を実現するためには、コンソーシアムに類似する組織形態

にすることが望ましいと考える。 

 

図 ３-17. 「多摩のミネルバ大学」の構想 

注：筆者作成 

 

本節で提案する「多摩のミネルバ大学」の最終目標は「学びと活動の循環」を通じた生涯

学習の確立と「学びの地域還元」を通じた地域経済の振興や課題解決にある。その目標に従

って組織運営を行う場合、組織形態はコンソーシアム型の共同組織とすることが望ましい。

他分野での提案と相まって、この提案が「住みやすい多摩地域」実現の一助となることを期

待する。 
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第７節 仕事 

 住みやすい街に必要な企業とは 

本節では『幸福度ランキング』2020 年版の 5分野のひとつである「仕事」について検討

するが、ここでは仕事分野の指標である「本社機能流出・流入数」を起点とし、「比較的

長期にわたり多摩地域に拠点を有しており、地域社会に貢献している企業が住みやすい街

に必要不可欠である」との仮説のもと、各種調査を行った。 

『幸福度ランキング』2020年版の指標である「本社機能流出・流入数」では「企業経営

の最重要地点である本社機能が根付くことはその地域経済にとって大きな魅力である」45

との理由から採用されている。このことから住みやすい地域には、それを経済的に支える

企業が立地しているはずである。 

 

 

図 ３-18. 多摩地域の企業数 

 出典：RESAS（2021a）。 

  

図 3-18は多摩地域における企業数を表した図である。2012年（平成 24年）には微増し

たものの、2009 年（平成 21年）から 2016 年（平成 28年）に欠けて大幅に減少している

のが見てとれる。 

 
45 日本総研【編】（2020）56ページ。 
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図 ３-19. 業界別の事業所数と従業者数 

 出典：RESAS（2021b）。  

 

図 3-19は多摩地域における業種別の事業者数と事業所数を表したグラフである。事業

所と事業者の数が上位となっているのは小売業、卸売業や医療、福祉、宿泊業、飲食サー

ビス業となっている。現在の多摩地域ではサービス業を中心とする第 3次産業が基盤とな

っている状況が見て取れるものの、長期にわたり多摩地域の経済を支えてきた企業がこれ

らの業種に必ず属しているとは限らない。企業の歴史的沿革、事業の成長と規模、地域経

済との関わりという視点から別途判断する必要が生じる。 

 

 

 立飛ホールディングスの紹介 

このような視点に基づき、本項では、住民の身近にある産業で多摩地域に 90年以上拠

点を置き、地域経済に貢献しつつ、不動産開発による多摩地域のまちづくりを事業として

営んでいる企業として、立飛ホールディングス（以下、立飛 HD）を紹介する。 
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表 ３-8. 立飛 HDの沿革 

1924年 
ルーツである石川島重工業の航空機製造部門である「株式会社石川島飛行

製作所」が東京都中央区月島に設立 

1930年 立川に移転 

1936年 立川飛行機株式会社に改名 

1945年 
空襲により立川工場が壊滅的被害を受け、敗戦に伴い事業停止。本社の立

川工場は連合国軍に接収される 

1949年 
タチヒ工業株式会社（のち新立川航空機株式会社）を設立。連合国軍の接

収を免れた江ノ島工場で事業開始 

1952年 
サンフランシスコ講和条約の終結により日本の航空機産業が解禁。戦後初

の航空機第一号 R-52 練習機を製造 

 新立川航空機株式会社に社名変更 

1955年 立川企業株式会社へ商号を変更 

1976年 立川製作所が在日米軍から返還、以降不動産業が主力事業となる 

2011年 立飛ホールディングスを設立 

 立飛企業・新立川航空機株式会社の 2社が MBOを実施 

2012年 MBO実施により東証二部上場廃止 

 
株式交換により、立飛企業と新立川航空機株式会社が立飛ホールディング

スの完全子会社化 

 創立 88 周年記念日に立飛グループ再編を完了。新生立飛グループとなる 

出典：立飛 HD ホームぺージ（2021）をもとに作成。 

 

 

2011（平成 23）年 7月に設立された立飛 HDの前身である株式会社石川島飛行機製作所

は、90 年以上立川市に立地している企業である。同社は現在、地域社会への貢献を経営ビ

ジョンとして謳っており、地域社会の発展に重点を置いた不動産事業の開発を行っている

企業である。 

立飛 HDにみる経営方針の大転換は、立飛グループ 2社が 2011（平成 23）年に行った

MBO（マネジメント・バイアウト）に端を発する。当時の立飛は「2社に分断した所有不動

産の一体開発による地域経済への貢献を主目的に 46」MBOを実施し、その後新設会社であ

る立飛 HDと株式交換するという大胆な組織変更を実施した。外部株主の意向よりも地域

開発を重視する経営姿勢が鮮明に打ち出されている。 

同社にみる不動産開発の基本 3原則は次のとおりである。 

 

 
46立飛 HD ホームページ（2021）。 
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①所有する不動産について、その歴史、立地、面積に起因する社会的責任を自覚し、再  

開発にあたっては地域社会との調和を図る。 

②持続的な地域社会への貢献を可能とし、それを支える事業基盤の確立を図る。 

③当社グループが主体性をもって不動産開発を推進する 47。 

 

このような方針を打ち出している立飛 HDが取り組む開発事業としては 2015（平成 27）

年に三井不動産との共同事業で行われた大型商業施設「ららぽーと立川立飛」の開業、

2017（平成 29）年に「アリーナ立川立飛」の運用開始などがあげられるが、直近のプロジ

ェクトとして注目を集めたのが、2020（令和 2）年春に完成した「GREEN SPRINGS」である

48。 

「GREEN SPRINGS」は多摩地域最大規模の多目的巨大ホール、最上階に全長 60ｍのイン

フィニティプールを設置し自然の景観を満喫できるホテル、多様なワークスタイルを叶え

る次世代型オフィス、そして多様なショップとレストランからなる新街区である 49。この

街区は商業施設とオフィスを共存させることにより、本社機能や拠点の域外流出を防ぐこ

とも想定している。 

 

 

 

 

図 ３-20. GREEN SPRINGSの図 

出典：立飛 HD ホームぺージ（2021）より転載。 

 
47立飛 HD ホームページ（2021）。 

48立飛 HD ホームページ（2021）。 

49立飛 HD ホームページ（2021）。 
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 仕事コミュニティと生活コミュニティ 

一般的にいえば、職場空間と生活空間は物理的に切り離されているが、近年は新型コロ

ナウイルス（COVID 19）感染・蔓延防止のための在宅勤務（以下、テレワーク）導入の

影響でこれら 2つの空間が接近・融合しつつある。 

表 3-9は調査主体の異なるテレワーク実施状況（導入企業の比率）が時系列で示されて

いる。新型コロナウイルス蔓延前からテレワーク導入は増加傾向にあったことがわかる。  

 

表 ３-9. テレワーク実施状況（2017年から 2019年） 

時期 総務省の調査 東京都産業労働局の調査 

2017年 13.9% 6.8% 

2018年 19.1% 19.2% 

2019年 20.2% 25.1% 

注：2020（令和 2）年 1 月 16 日時点のデータである。 

出典：後藤・濵野（2020）254 ページをもとに作成。 

 

 

 

 

 

図 ３-21. テレワークの実施状況の推移 

出典：総務省（2021a）より転載。 
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 図 3-21は新型コロナウイルス蔓延前後の「テレワーク実施状況」である。緊急事態宣

言前のコロナ拡大期とされる 2020年（令和 2年）1月～4月 5日では各企業が従業員に対

し在宅勤務を許可、もしくは推奨をはじめテレワーク許可、推奨の有無を問う調査がみら

れるようになり 2019 年（平成 31 年,令和元年）と比較すると大企業・中小企業を問わず

前年を上回るテレワーク実施率を誇った。50 

この環境変化に適応する形で、都心部のオフィスをその周辺地域へ移転させる動きも生

じている。この際に移転するオフィスの受け皿となりうる代表例が「GREEN SPRING」なの

である。 

このようなオフィス移転が進めば通勤時間の短縮を通じた罹患リスク引き下げにも効果

があり、都心に住居を構える必然性も低下することから、東京都区部以外の地域、あるい

は東京都近県への転居が増加することは当然予想される。 

このような動きが今後も継続して確認されるかは新型コロナウイルスの感染状況などに

依存するものの、今後起こりうる自然災害の脅威にくわえ、立飛 HDのような地域の持続

可能性を見据えた開発がなされるならば、都心部への人口集中の緩和が促される可能性は

否定できない。地域の住みやすさを客観的に判断する基準という意味において転入・転出

を含めた首都圏の人口動態は今後も注目すべき統計指標といえる。 

  

 
50後藤・濱野（2021）258 ページ。 
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第４章 住みやすい街の要素分解 

 

図 ４-1. 幸せな地域を構成する要素 

注：筆者作成 

 第 2章では、図 4-1より『幸福度ランキング』の幸せな地域の相関を分析した。つなが

りのきっかけを生む要素と生活をするうえでの基本要素がある。「生活と仕事の指標分野」

と総合ランキングとの間に高い相関、「教育と文化の指標分野」とそれとの間に低い相関の

あることが明らかとなった。 

第 3 章では、多摩地域における 5 つの要素の現状を調査した。それぞれの指標に基づい

た共同体が地域にあることが明らかになった。 

 

 
図 ４-2. 5つの要素からみた多摩地域の現状 

注：筆者作成 

 

幸せな地域と多摩地域の共通点として、つながりのきっかけになるものと、生活をしてい

くうえで重視する指標に分けられる点では一致した。 
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一方、多摩地域独自の課題として、図 4-2のように、個々が指標を伸ばすためあるいは地

域共同体としてのコミュニティを保ちたいと思っていても、共同体の存在を知ることが出

来ていないことが挙げられる。地域の共同体に充足させるための人的ネットワークを、リア

ルとバーチャルの両面から構築することで、つながりの広い地域を実現することが可能で

ある。 

以上の調査より、幸せな地域には、健康、文化、生活、教育、仕事の 5つの指標を重視し、

それらに基づいた共同体に属することが要件の 1つとなる。 
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第５章 結論と次年度に向けて 

第１節 結論 

 

本論文では、「幸福度ランキング」の幸せな地域を参考に、また、「健康」、「文

化」、「生活」、「教育」、「仕事」の 5つの指標に分けて、多摩地域の分析を行なっ

た。 

生活に直接関わる指標と、生活を豊かにする指標の 2つに部類分けることが出来る点に

ついては、幸せな地域と多摩地域共に一致している。一方、多摩地域には指標に基づいた

地域共同体の拠点需要を計りきれていない点が見られた。地域の共同体に充足させるため

の人的ネットワークを、リアルとバーチャルの両面から構築することで、地域共同体を広

げるための手段になると考えられる。 

それらの活動を広げる、あるいは広めるには、バーチャル上での会話や交流を目的とし

た SNSの利用と、実際に会って会合を行うリアルの 2つの方法が考えられる。双方の両立

と交流拠点の整備が必要だと考察する。 

 

図 ５-1. 本論文の結論 

注：筆者作成 
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第２節 次年度に向けて 

今後の多摩地域の課題として、情報社会の進展と核家族化による人々の孤立が進むと

考えられる。本論文でも述べた通り、地域共同体に属することは重要である一方、現在

の多摩地域では、地域活動の情報を素早く得ること、あるいは活動に乗り出すことが難

しい住民にとっては、地域活動にアプローチすることが困難な状況にある。意図せず孤

立してしまう住民が少なからず現れると考えられる。来年度の多摩学班では、核家族化

や情報社会における閉塞感の解消等を、更に深めて研究を進める事を期待して、本論文

の結びとする。 
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ヒアリング付録 

 

表 0-1. ヒアリング先一覧 

実施年月日 フィールドワーク先 

2021年 6月 12日 三菱一号館 

2021年 8月 7日 一般財団法人日本総合研究所 

2021年 8月 19日 
ハッピーステーションきよぴー/オレンジ

ハウス 

2021年 8月 19日 光工業株式会社 

2021年 8月 19日 八王子市役所福祉部 

2021年 8月 19日 株式会社グッドホーム 

2021年 8月 24日 株式会社三菱地所設計 

2021年 9月 3日 FIMER Japan株式会社 

 

 

1.銀座周辺、三菱一号館ヒアリング 

日時:2021年 6月 12 日 

講師:岡本 哲志 先生 

参加者:学生 11名、長島先生、内藤先生 

 

ヒアリング概要 

・銀座の街は開発を進める中で、守るべき街の伝統を残している。 

 

・銀座の場合は路地。建物の建て替えを行っても、路地を残している。大きさや場所を多

少変えても、路地というものそのものを残すことが、街全体での共通認識である。 

 

・伝統は多少形を変えても、次の世代に残すことが大切。 

 

・銀座の場合、歩道を広げることで集客効果が上昇。 
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2.丸の内、常磐橋周辺ヒアリング 

日時:2021年 8月 24 日 

講師:野村和宣 先生 

参加者:学生 7名、長島先生、内藤先生 

 

ヒアリング概要 

・歴史的建造物を保存する方法として移築がある。 

 

・三菱一号館がオフィススペースから美術館やカフェに建物の役割が変化したように、古

くから遺されている建物を後世に継承する場合、その時代に適した新たな役割と価値が必

要になる。 

 

・住みよい街づくりのためには、昔の建造物などから今まで何を求められたのかを考え、

元からある機能を有効活用し開発を進める必要がある。 
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